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事業事前評価表 

１． 案件名（国名） 

国 名：ブルキナファソ国 

案件名：アフリカサヘル地域の持続可能な水・衛生システム開発プロジェクト 

 

２． 事業の背景と必要性  

(1) ブルキナファソ国における水資源セクターの現状と課題 

ブルキナファソ国（以下「ブ」国、面積 274 千 km2、人口 15.2 百万人）は気候条件の厳しいアフ

リカサヘル地域に位置する。年間降水量は 730mm 程度であるが、年ごとの変動が大きい。加えて過

去 50 年間に降雨量が場所によって 15％から 30％も減尐し、干ばつの長期化も見られる。これらは

急速な人口増加による環境破壊とも相まって、水資源を逼迫させる一因となっている。 

国連のミレニアム開発目標では「安全な水の供給と衛生設備へのアクセス拡大」が謳われている

が、「ブ」国では安全な飲料水にアクセス出来るのは全人口の 58%、農村人口のうち適切な衛生設備

（トイレ）を利用している人々は 1%以下である。飲用に適さない飲料水および衛生設備(トイレ)の

欠如から引き起こされる下痢などの水系感染症は「ブ」国の主要な疾病となっており、人間開発指

数(HDI)も全世界 177 カ国中 174 位である。 

このような現状の背景には、尐ない水資源量に加えて、貧困（1 人当たり GDP は 376 ドル、農村

人口の 73.4%が貧困ライン以下）、行政による給水・衛生システムのサービスやマネジメントが不十

分であるといった点が挙げられる。ミレニアム開発目標の達成のためにサヘルの気候や社会条件に

適した給排水システムを開発することは、緊急に取り組むべき課題となっている。 

 

(2) ブルキナファソ国における水資源セクター政策と本事業の位置づけ 

「ブ」国政府は、2004 年に閣議で承認された貧困削減戦略ペーパー(PRSP)に基づいて貧困削減に

取り組んでいる。給水分野では上記 PRSP の中で「貧困者への基本的社会サービスへのアクセス向上」

を重点課題の一つに揚げ、安全な飲料水供給の改善を含む、貧困者の生活環境改善を図るとしてい

る。 

これを達成させるため 2006 年に「飲料水・衛生供給国家計画（Plan National de 

l'Approvisionnement en Eau Potable et de l'Assainissement：以下、PN-AEPA）」を策定し、「2005

年時点で安全な飲料水及び基本的な衛生設備を継続的に利用できない人々の割合を 2015 年までに

半減させる」ことも目標としている。 

本プロジェクトでは、持続可能な低コストの水・衛生システム開発・実証と導入準備を促進する

ことを目標としており、「ブ」国の政策の趣旨に沿うものである。 

 

(3) ブルキナファソ国の水資源セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

日本政府は上述の「ブ」国の厳しい状況に鑑み、同国民の生活改善に直接寄与する教育、水、保

健を中心とした協力を重視しているほか、同国土の北半分がサヘル地域に属し、深刻な砂漠化問題

に直面していることから、砂漠化防止への支援を重点分野としている。「ブ」国に対する JICA 国別

事業実施計画において、水・衛生分野の協力は、援助重点分野である「社会サービスへのアクセス
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改善」に位置づけられている。 

また、昨今、我が国の科学技術を活用した地球規模課題に関する国際協力の期待が高まるととも

に、日本国内でも科学技術外交の強化や科学技術協力における ODA 活用の必要性・重要性が謳われ

てきた。内閣府総合科学技術会議が取りまとめた「科学技術外交の強化に向けて」（H19 年 4 月、H20

年 5 月）や、H19 年 6 月に閣議決定された「イノベーション 25」において途上国との科学技術協力

を強化する方針が打ち出されている。そのような中で環境・エネルギー、防災及び感染症を始めと

する地球規模課題に対し、我が国の科学技術力を活用して開発途上国と共同で技術の開発・応用や

新しい知見を獲得することを通じて、我が国の科学技術力向上とともに途上国側の研究能力向上を

図ることを目指す、「地球規模課題に対応する科学技術協力」事業が 2008 年度に創設された。本プ

ロジェクトは同事業の 2009 年度採択案件の一つとして採択されていることから、我が国政府の援助

方針・科学技術政策に合致している。なお本事業は、文部科学省、独立行政法人科学技術振興機構

（以下、JST）、外務省、JICA の 4 機関が連携するものであり、国内での研究支援は JST が行い、開

発途上国に対する支援は JICA が行うこととなっている。 

 

(4) 他の援助機関の対応 

「ブ」国では、NGO である CREPA の活動により、Ecosan トイレ1の導入が行われている。同 NGO

の活動は本プロジェクトの参考になると考えられる。また、UNICEF も衛生プロジェクトを実施して

おり、これらと連携して活動が出来るよう整理していく。 

 

３． 事業概要 

(1) 事業の目的 

本プロジェクトは「ブ」国の農村部・都市部のそれぞれについて、低コストかつ持続可能な水・

衛生システム（浄水および排水処理）を研究開発するとともに、その実証実験を行うものである。

新しい技術開発のコンセプトは、パイプネットワークへの依存を尐なくし（「集めない」）、安価かつ

水質に応じた水の利用・再利用を行う（「混ぜない」）ことである。 

このうち浄水に関しては、井戸のような分散型の水源を利用し、オンサイトで処理を行う方法を

研究開発する。これにより低コスト化と健康リスクの低減を目指す。 

排水処理側も分散型による現地での処理とするが、し尿と雑排水の分別により水の再利用、栄養

塩の資源回収、コンポストとしての利用等を可能とすることを目指す。 

また、農村部と都市部では、人口密度に大きな差があることに加え、インフラ整備のレベルにも

差があることから、農村向けと都市向けのモデルを別々に研究開発する。 

 

なお、本プロジェクトはブルキナファソの国際水環境学院（2iE）との共同研究により実施し、シ

ステムの研究開発と併せて共同研究を通じた人材の育成を図ることも目的とする。また、研究開発

された新システムの普及のための提言も行う。 

本事業による直接的な裨益者とその規模は以下の通りである。 

直接裨益者：2iE トレーニングスタッフと研究者 約 25 名 

                                                        
1 Ecosan トイレ…し尿を分離し、病原体を含む便は衛生化した上で、尿と便を肥料として農業に利用可能とするトイ

レで、食糧増産や貧困削減に寄与 
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2iE 学生（学部、修士、博士）約 700 名 

間接裨益者：2iE 以外の学生 約 200 名 

その他、実証実験が行われる地域住民、地域行政機関や NGO 等 

 

(2) プロジェクトサイト/対象地域名 

都市モデル：都市部（首都ワガドゥグ） 

農村モデル：ワガドゥグ周辺村落（パイロットサイトはプロジェクト開始後選定） 

 

(3) 事業概要 

1) プロジェクト目標と指標・目標値 

プロジェクト目標： 「集めない」、「混ぜない」を基本コンセプトとしたサヘル地域に適合した

水・衛生システムが開発・実証されるとともに、導入準備が促進される。 

 

2) 成果と想定される活動（あるいは調査項目）と指標・目標値 

成果 1：サヘル地域の農村地域に適合した水・衛生システム（農村モデル）が開発される。 

指標:1-1 20xx年x月までに農村モデルパイロットサイトの住民が購入可能な範囲の衛生設備2が

完成する。 

1-2 20xx 年 x月までに開発されたシステムの、従来の給排水システムに対する性能比較表

及び適用のための手引き（特長、環境条件、維持管理方法、必要コスト等の情報をま

とめたもの）が作成される。 

1-3 20xx 年 x月までに国際学会において、開発された農村モデルが議論される。 

活動:1 要素技術開発 

1-1 低コストコンポストトイレの研究開発を行う。 

1-2 雑排水処理技術(土壌処理）3の研究開発を行う。 

1-3 太陽熱利用消毒並びに膜ろ過用水技術の研究開発を行う。 

1-4 地下水流動を加味した健康リスク評価法の研究開発を行う。 

1-5 土壌への塩蓄積を考慮した水管理と適切な作物を選択する。 

 

2 実証実験 

2-1 実証実験場所、実証実験施設の現地生産可能性の検討等の実証実験場所を準備する。 

2-2 新システム事前評価を行う。 

2-3 農村モデルの性能評価を行う。 

2-4 社会的受容性評価を行う。 

2-5 コンポスト、尿、雑排水の農業側の評価を行う。 

2-6 経済的評価を行う。 

 

3 社会化のための社会科学的調査 

                                                        
2 住民が購入可能な範囲の衛生設備…目安として 100 ドルのトイレ 
3 雑排水処理技術土壌処理…土壌を使用して雑排水を処理するシステム 
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3-1 財政的、制度的要因の整理を行う。 

3-2 システムの維持管理システム設計に必要な要因整理を行う。 

3-3 尿、コンポストの流通系形成に必要な要因整理を行う。 

3-4 従来の援助策の評価を行う。 

 

4 導入・設計・維持管理マニュアル 

4-1 導入･設計･維持管理マニュアルを作成する。 

 

成果 2：サヘル地域の都市地域に適合した水・衛生システム（都市モデル）のうち、雑排水関連

モデルが開発される。 

指標:2-1 20xx 年 x 月までに開発されたシステムの、従来の給排水システムに対する性能比較表

及び適用のための手引き（特長、環境条件、維持管理方法、必要コスト等の情報をまと

めたもの）が作成される。 

2-2 20xx 年 x 月までに国際学会において、開発された雑排水関連の都市モデルが議論され

る。 

活動:1 要素技術開発 

1-1 地域素材を用いたコミュニティスケールのオキシデーションディッチ、安定化池、仕

上げ池雑排水処理／再生利用（潅漑利用）ユニットを研究開発する。 

1-2 小口径雑排水集水システム設計手法を確立する。 

 

2 実証実験 

2-1 2iE 構内の安定化池排水処理システムを設計する。 

2-2 2iE 構内の安定化池排水処理システムを修正/建設する。 

2-3 雑排水処理システムの性能評価を行う。 

2-4 雑排水処理水の農業利用可能性の評価を行う。 

 

3 社会化のための社会科学的調査 

3-1 財政的、制度的要因の整理を行う。 

3-2 システムの維持管理システム設計に必要な要因整理を行う。 

3-3 従来の援助策の評価を行う。 

 

4 導入･設計･維持管理マニュアル 

4-1 導入･設計･維持管理マニュアルを作成する。 

 

成果 3：水・衛生システムの研究開発及び維持管理に携わる関係者の能力・技術が向上する。 

指標:3-1 20xx 年 x 月までに開発された農村モデル及び都市モデルの各システムを維持管理に

関連するカウンターパートスタッフが自ら運転できるようになる4。 

                                                        
4 カウンターパートスタッフが自ら運転できるようになる…適切な運転の実施を判断する指標については、完成され

るシステムの内容が確定した段階で設定する。 
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3-2 20xx 年 x月までに農村モデルについて、各家庭に設置した設備の巡回管理と利用のア

ドバイスを行える人材が X2人育成される。 

3-3 20xx 年 x月までに維持管理マニュアルのフランス語版が完成する。 

3-4 20xx 年 x 月までに 2iE の研究スタッフがインパクトファクター5付雑誌へ論文を発表

（X1件）する。 

活動:1 研究者養成 

1-1 共同研究を通じ研究者を養成する。 

 

2 若手研究者育成 

2-1 若手研究者の日本研修の実施等、相互交流を行う。 

 

3 コミュニティリーダー6養成 

3-1 コミュニティリーダーを対象としたワークショップを開催する。 

 

成果 4：新たな水・衛生システムを導入するための研究・協力プログラムを含めた社会システム

が提案される。 

指標:4-1 20xx 年 x 月までに開発されたシステムの導入の為の提案書がブルキナファソ政府に

対して提出される。 

4-2 サヘル地域において新システムがメディア（新聞、ラジオ、テレビ等）で紹介される。 

活動:1 教育･研修プログラム 

1-1 水と衛生に関する教育研究をサポートする体制を構築する。 

1-2 水と衛生システムに関与する各種グループ（コミュニティリーダー、ユーザー等）の

研修システム案を作成する。 

1-3 水と衛生に関する技術者の研修コースを提案する。 

1-4 水と衛生システムに関する博士課程プログラムを強化する（2iE と日本教授陣の共同

教育プログラムや集中講義計画も含む）。 

1-5 2iE と日本側研究者が国際雑誌に投稿する。 

1-6 国際シンポジウムを開催する。 

1-7 2iE と日本側研究者がセミナー、ワークショップを開催する。 

 

2 新システム導入、維持管理のための社会システム 

2-1 実証実験実施協力機関の組織化のための意見交換を行う。 

2-2 実装にむけてのロードマップを策定する。 

2-3 地域の実情に即した最適システムを選定する方法を整理する。 

2-4 社会化のために必要なメディア、学校、女性団体への対応方法の整理を行う。 

2-5 財政、制度案の作成を行う。 

2-6 収集、維持管理グループの組織化案の作成を行う。 

                                                        
5 インパクトファクター…雑誌がどれだけ引用されたかを集計した数値で、雑誌の重要性を示す指標 
6 コミュニティリーダー…実証実験サイトにおけるリーダー 
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3) 投入の概要 

日本側  

ア 専門家： 長期専門家（し尿技術、農村モデル）1名 

 短期専門家 約 10名 

業務調整員  1 名 

イ 本邦研修：3 名/年×3年  

ウ 供与機材：本プロジェクトで実施する共同研究・開発項目に必要な水質分析機器、 

パイロットサイト用トイレ、ワークショップ・研究発表に必要な機材 等 

 

ブルキナファソ側 

・農業・水利・水産資源省（MAHRH） 

ア カウンターパートの配置：地方給水、衛生、都市排水処理、技術社会化 

イ 政府関係機関の協力の取り付け 等 

・2iE 

ア カウンターパートの配置：地方給水、衛生、都市排水処理、技術社会化 

イ 専門家のための事務所スペースと家具類（机および椅子、書棚、電話）と光熱費 等の

負担 

 

(4) 総事業費/概算協力額 

約 4.4 億円 （JICA 予算ベース） 

 

(5) 事業実施スケジュール（協力期間） 

2009 年 11 月～2014 年 11 月(5 年間) 

 

(6) 事業実施体制（実施機関/カウンターパート） 

・協力相手先機関 

本プロジェクトの責任機関：  農業・水利・水産資源省(MAHRH)  

水資源総局（DGRE） 衛生総局（DGAEUE） 

実施機関/技術的責任機関： 国際水環境技術学院（2iE） 

協力機関： 保健省（MS） 基礎教育・識字化省（MEBA） 地方自治分権化省（MATD） 

・国内協力機関 

北海道大学大学院工学研究科、東京大学大学院工学系研究科、高知工科大学工学部、北海道

大学メディア・コミュニケーション学院、国土技術政策総合研究所下水道部、藤女子大学人

間生活学部 

 

(7) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境社会配慮 

本プロジェクトでは、要素技術開発においては、大学内での研究・開発活動を計画しており、
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環境社会的な負のインパクトを与える可能性は尐ない。一方、実証実験を行う予定の近郊農村に

おいては、低コストコンポストトイレや雑排水の土壌処理により環境面での正のインパクトが期

待される。 

2) 貧困削減促進 

プロジェクトの成果が発現されれば、コンポストの生産販売が可能になり作物増産も考えられ

正のインパクトが期待できる。 

3) ジェンダー 

水と衛生分野において女性の役割は大きく、農村モデルのパイロットプラント等では女性の参

画を確保する。 

 

(8) 他ドナー等との連携 

「ブ」国では、NGO である CREPA の活動により、Ecosan トイレの導入が行われている。同 NGO の

活動から本プロジェクトに対しフィードバックできると考えられる。また、UNICEF も衛生プロジェ

クトを実施しており、これらと連携して活動が出来るよう整理していく。 

 

(9) その他特記事項 

特になし 

 

４． 外部条件・リスクコントロール 

(1) 研究・技術開発課題に起因する不確実性 

本プロジェクトでは、単なる既存技術の技術移転ではなく、これまでない研究・技術開発に取り

組み新システムの実証と導入の準備を計画している。これらは、いずれも挑戦的な課題であること

から、目標達成までのプロセスが予見できるわけではない。したがって、必要に応じ柔軟な活動計

画の見直しや修正を行う。 

 

５． 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 

カンボジア国にて実施した「水道事業人材プロジェクト」は、プノンペン市水道公社をトップラ

ンナーとしてその能力向上を図り、トップランナーによる国内他地域への技術の育成を図るもので

トップランナーキャッチアップ方式と称されている。本件においても、「ブ」国及びアフリカサヘル

地域の水・衛生システム開発の人材育成が必要とされているため、2iE が研究開発拠点のトップラ

ンナーとして確固たる位置を築くことでこの地域の技術水準の底上げを図ることにする。 

 

６． 評価結果 

(1) 妥当性 

本プロジェクトは以下の理由から妥当である。 

 「ブ」国政府は、給水分野において、PRSP の中で「貧困者への基本的社会サービスへのアク

セス向上」を重点課題の一つに挙げ、安全な飲料水供給の改善を含む、貧困者の生活環境改

善を図るとしている。 

 ミレニアム開発目標(MDGs)の目標 7、ターゲット 10に従い「2005 年時点で安全な飲料水及び
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基本的な衛生設備を継続的に利用できない人々の割合を 2015 年までに半減させる」ことを目

標とし、これを達成させるため 2006 年に「飲料水・衛生供給国家計画（Plan National de 

l’Approvisionnement en Eau Potable et de l’Assainissement,(PN-AEPA）」を策定してお

り、本プロジェクトは同目標及び計画の達成に貢献できるものである。 

 我が国は、「ブ」国の厳しい貧困状況に鑑み、同国国民の生活改善に直接寄与する教育、水、

保健を中心とする基礎生活分野での協力を重視している。本プロジェクトは、同国で適用可

能な水・衛生システムの開発・実証と導入準備を行うものであり、我が国の方針に沿ったも

のである。 

 日本は、水と衛生分野での技術協力（金額実績）では世界一位の座にあり、長年培った技術

的優位性もある。 

 

(2) 有効性 

本プロジェクトは以下の理由から有効性が見込まれる。 

 本プロジェクトでは開始当初よりコンポーネントごとにブルキナファソ側担当者及び日本側

専門家がワーキンググループを形成して情報共有・交換と共同作業を行うことを予定してい

る。そのため、開発されたシステムが「ブ」国の方針に沿った形でまとめ上げられ、提案さ

れることが期待できる。 

 本プロジェクトでは成果 1 及び 2 において、農村及び都市モデルの開発を行う中で、社会的

側面からの評価が入念に行われ、コミュニティレベルで実現可能な運転実施管理方法が考案

される予定であり、コミュニティでの導入が十分可能なシステムが開発されると期待できる。 

 本プロジェクトでは、成果 1及び 2におけるモデルの開発に加え、成果 3において開発され

たシステムを「ブ」国側が自ら維持管理できる能力を強化し、成果 4 においてパッケージ化

して提案する事を想定しており、プロジェクト目標の達成に直結する。 

 

(3) 効率性 

本プロジェクトは以下の理由から効率的な実施が見込める。 

 本プロジェクトの日本側研究代表者は、2iE の学長から客員教授の指名を受けており、また、

北海道大学工学研究科と 2iE の学術交流協定の準備が進んでいる。そのため、本プロジェク

トの実施においても緊密な情報交換と効率的な共同作業（技術移転）が可能である。 

 プロジェクトでは、日本側と 2iE 側が合同で、要素技術や実証研究ごとのチームを結成し、

研究を進める事に加え、定期的なワークショップで進捗を確認する予定であり、着実な進捗

が得られると期待できる。 

 

(4) インパクト 

本プロジェクトは以下の理由からインパクトの発現が期待できる。 

 成果で設定している研究課題は、共同研究と実証実験が効果的に実施されれば、アフリカサ

ヘル地域で実用化技術が確立して普及の為の成功事例となることが期待できる。 

 実施機関である 2iE は、「ブ」国に止まらず周辺の仏語圏各国政府機関の部局長クラスや民間

企業のトップクラスの人材を数多く輩出してきている。本プロジェクトの実施により、同機
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関の研究者のレベルが向上することは、ODA を通じた人材育成と能力開発のインパクトと裨

益効果が高い。 

 本プロジェクトで開発されたシステムの導入により、水因性疾患の減尐、コンポスト販売や

農作物への使用による経済効果が期待できる。 

 

(5) 自立発展性 

本プロジェクトによる効果は、以下の理由から「ブ」国においてプロジェクト終了後も継続する

ものと見込まれる。 

 本プロジェクトでは、カウンターパートとして、共同研究機関である 2iE に加え、「ブ」国の

農業・水利・水産資源省関係者が配置され、研究開発されたシステムの社会化について検討

を行う予定であり、プロジェクト終了後も「ブ」国に適用される事が見込まれる。 

 2iE は、持続的な水と衛生システムの向上についての研究・開発をこれまでにも進めてきて

おり、今後方針の転換も予定していない。そのため、本プロジェクトで新たに実施する日本

との共同研究・開発の成果を継続的に活用していく技術的・組織的・財務的な自立発展性を

充分に有していると判断される。 

 本プロジェクトで開発される農村及び都市モデルは、実証実験を行い、パイロットプラント

の導入家庭においては農作物の収入増（もしくは必要経費の減）等が見込まれる。これらの

インセンティブが確認できる事により、自己負担でも同システムを導入する家庭が増え、モ

デルの普及が進む事が期待できる。 

 

７． 今後の評価計画 

 中間レビュー 2012 年 2月頃 

 終了時評価  2014 年 5 月頃 

 事後評価（終了後 3年） 
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第1章 調査概要 

1-1 調査団派遣の経緯と目的 

1-1-1 調査団派遣の背景 
ブルキナファソ国（以下、「ブ」国、面積 274 千 km2、人口 12.8 百万人）は気候条件の厳しいアフ

リカサヘル地域に位置する。年間降水量は 730mm 程度であるが、年ごとの変動が大きい。加えて過

去 50 年間に降雨量が場所によって 15～30％も減尐し、等降水量線の約 100km 南下など干ばつの長期

化も見られる。降水量が限られるため基幹産業である農業の生産性が低く、急速な人口増加による環

境破壊とも相まって、水資源を逼迫させる一因となっている。また、鉱物等の資源にも恵まれないこ

ともあり、1 人当たりの GDP が US$376 と最貧国レベルに留まっている。人間開発指数（HDI）は、

全世界 177 カ国中 174 位であり、人口の 27.2%が貧困層に属し、人口の約 82%が村落部で生活してい

る。これに対し、｢ブ｣国政府は早期から貧困削減戦略に取り組み、2003 年 6 月には貧困削減戦略ペ

ーパー（PRSP）が承認された。 

上記 PRSP は｢貧困者への基本的社会サービスへのアクセス向上｣を重点課題の一つに掲げ、安全な

飲料水供給の改善を含む、貧困者の生活環境改善を図るとしている。また、「ブ」国政府は、ミレニ

アム開発目標（MDGs）の目標 7 ターゲット 10 に従い「2005 年時点で安全な飲料水及び基本的な衛

生設備を継続的に利用できない人々の割合を 2015 年までに半減させる」ことを目標とし、2006 年に

｢飲料水・衛生供給国家計画（Plan National de l’Approvisionnement en Eau Potable et de l’Assainissement
（以下 PN-AEPA）｣を策定した。 

しかし現状は、｢改善された水源を継続して利用できる人口｣は 61%（2004 年人間開発報告書

(UNDP)）で、地域格差も大きい。給水率が低い村落部では、住民は河川、水溜り等を飲料水として

いる。そのためギニアウォーム、下痢等の水因性疾患が多い。また、｢改善された衛生設備を継続し

て利用できる人口｣については 13%（同）とサブサハラアフリカの平均を大きく下回り、農村人口の

うち適切な衛生設備（トイレ）を利用している人々は 1%以下であるとされ、上記疾患の発生を高め

る原因となっている。 

「ブ」国における上述の問題に対応するために、給水施設や衛生設備の導入を検討する場合、その

過酷な気候、低い収入状況に鑑み、サヘル地域での使用環境に耐える堅牢性、低価格、維持管理の容

易性を含めた運転の安定性が求められている。 

一方、我が国は、2008 年度より「地球規模課題に対応する科学技術協力」事業を新設した。本事

業は、環境・エネルギー、防災及び感染症を始めとする地球規模課題に対し、我が国の科学技術力を

活用し、開発途上国と共同で技術の開発・応用や新しい知見の獲得を通じて、我が国の科学技術力向

上とともに、途上国側の研究能力向上を図ることを目的としている。 

本プロジェクトは北海道大学を代表とする関連研究機関が同事業に応募し、2009 年 4 月に採択さ

れた。 

本プロジェクトでは、「ブ」国の都市及び村落部において、「集めない」、「混ぜない」を基本コンセ
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プトとした安全な水の供給と排水や汚泥の処理及び再利用に関する新しいシステムの開発と実証を、

北海道大学等及び「ブ」国に所在し、水分野の研究を活発に行っている国際水環境技術学院（2iE）
の共同研究により実施する事を検討している。 

以上の背景に基づき、要請内容を踏まえて日本側で事前に検討したプロジェクトの目標及び成果は

表  1-1 のとおりである。これをベースとし、プロジェクト立ち上げのための枠組みを検討、合意す

ることを目的として、詳細計画策定調査団を派遣した。 

表  1-1 要請内容を踏まえたプロジェクトの目標及び成果（事前検討） 

プロジェクト

目標 
「集めない」、「混ぜない」を基本コンセプトとしたサヘル地域に適合した水･衛生

システムが開発・実証されるとともに、導入準備が促進される。 
成 果 1. サヘル地域の村落地域に適合した水・衛生システム（村落モデル）が開発され

る。 
2. サヘル地域の都市地域に適合した水・衛生システム（都市モデル）のうち、雑

排水関連モデルが開発される。 
3. 水・衛生システムの研究開発及び維持管理に携わる関係者の能力・技術が向上

する。 
4. 新たな水・衛生システムを導入するための研究・協力プログラムを含めた社会

システムが提案される。 
実施機関・関係

機関 
カウンターパート（C/P）機関：2iE 
関係省庁：農業・水利・水産資源省（MAHRH）、財務計画省 

 

1-1-2 調査の目的 
本詳細計画策定調査の目的は以下のとおりである。 

① 要請内容の確認やニーズの把握、関係機関との協議等を踏まえ基本計画を策定し、協議議事録

（ミニッツ：M/M）を取りまとめ、「ブ」側実施機関等と同 M/M の署名・交換を行うこと 
② プロジェクト・サイクル・マネジメント（PCM）手法を活用しつつ、マスタープラン、活動

計画（PO）、投入計画等としてとりまとめること 
③ 現地の状況、実施体制、および本プロジェクト実施のための必要条件等を確認すること 

1-2 調査団の構成 
本詳細計画策定調査は表  1-2 の団員構成で実施した。なお、オブザーバーとして、本事業の本邦

での活動実施を支える独立行政法人科学技術振興機構（JST）から高橋主任調査員が同行した。 

表  1-2 団員構成 

氏名 担当分野 所属先 
大竹 祐二 団長 JICA 地球環境部次長 
船水 尚行 衛生技術 北海道大学大学院 工学研究院 教授 
鍋島 孝子 社会状況調査 北海道大学大学院 メディア・コミュニケーション研究院准教授 
早山 恒成 協力企画 JICA 地球環境部水資源･防災グループ 水資源第二課 
末松 秀和 評価分析 （株）オオスミ 環境開発部 環境調査解析 
松原 雅男 通訳 日本国際協力センター 国際研修部 研修監理員 
（オブザーバー） 
高橋 昭男 JST 地球規模課題国際協力室 主任調査員 
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1-3 調査日程 
本調査は表  1-3 の日程のとおり実施した。 

表  1-3 調査日程（実績） 
No. 月日 曜日 行程 時間 大竹,船水,鍋島,末松,松原,高橋,早山 宿泊先
1 2009/7/8 水 東京-（大竹団長はパリで合流） 機内泊
2 2009/7/9 木 パリ－ワガドゥグ 17:50

19:30
*ワガドゥグ着
*ブルキナファソ事務所員との打ち合わせ＠ホテルロビー

ワガドゥグ

3 2009/7/10 金 ワガドゥグ  7:30
 8:30
10:30
11:00
15:00

*大使館表敬
*衛生総局表敬
*2iE表敬
*2iE学会(Water Engineering）での発表（船水先生、伊藤先生）
*事務所での打ち合わせ（研究者団員は研究協議）

ワガドゥグ

4 2009/7/11 土 ワガドゥグ  7:30
12:30

*2iEとの協議
（研究者団員は研究協議）

ワガドゥグ

5 2009/7/12 日 ガンクルグ県 終日 *視察（ゾルゴ、クーペラ等2iE実証活動サイト等） テンコドゴ
6 2009/7/13 月 テンコドゴ→ワ

ガドゥグ
AM
15:00

*CREPA ECOSANプロジェクト現場視察
*CREPA訪問

ワガドゥグ

8H30 外務省表敬（研究者団員は研究協議）
9H30 水資源総局表敬

16:00 *2iEへのへのM/M案説明・協議
AM *農業省へのM/M案説明・協議

(鍋島,末松団員はUNICEFとの協議）
10:00 資料準備（大竹団長はPMにCNSF（森林種子センター）視察）
16:30 *2iEへのとのM/M案協議
18:00 *農業省へのM/M案説明・協議

9 2009/7/16 木 ワガドゥグ 終日 *M/M協議（署名各機関） ワガドゥグ
10 2009/7/17 金 ワガドゥグ  8:00

13:00
15:00
17:30
18:00

*M/M協議
*事務所報告
*2iEとのM/M協議・署名（JICＡ,2iEのみ）
*大使館報告（各団員担当分）
*大使着任レセプション

ワガドゥグ

11 2009/7/18 土 AM
�
22H35

資料整理（大竹団長,松原団員はナグバングレ地方苗畑視察（無償施設、JOCV
配属先、苗木生産者強化プロジェクト関連））
*ワガドゥグ発（末松,松原両団員は1週間追加調査）

12 2009/7/19 日 パリ－
13 2009/7/20 月 東京

7 2009/7/14 火 ワガドゥグ ワガドゥグ

ワガドゥグ

ワガドゥグ

8 2009/7/15 水 ワガドゥグ

 

1-4 調査結果概要 
対処方針と比較した調査結果の概要は表  1-4 のとおり。 

なお、本現地調査期間内には予算措置の調整上、討議議事録（R/D）案を添付した M/M 署名に至

ることはできなかったが、その後、2009 年 12 月 21 日に R/D が締結され、2010 年 3 月よりプロジェ

クトが開始されることとなっている。 

表  1-4 調査結果概要 

項目 対処方針 調査結果 
案件名称の

確認 
和・英・仏語の案件

名をそれぞれ統一。 
和名は「アフリカサヘル地域の持続可能な水・衛生システム

開発プロジェクト」、英語名は「Improving Sustainable Water and 
Sanitation systems in Sahel Region in Africa: Case of Burkina 
Faso」、仏語名は「 LE PROJET D’AMELIORATION DU 
SYSTEME DURABLE D’APPROVISIONNEMENT EN EAU 
POTABLE ET DE L’ASSAINISSEMENT DANS LA REGION 
SAHELIENNE EN AFRIQUE (Cas du Burkina Faso)」とした。

なお、関係者より、愛称を募ることとした。 
給水・衛生

セクター国

家計画の確

認とリフォ

リフォームの進捗状

況の確認。 
ブルキナファソと周

辺サヘル地域の共通

 2008 年後半にリフォームが実施され、MAHRH 内で衛生・

汚水・廃棄物総局が水資源総局より分離した。地方の支局

は未設置。本部の職員は近く倍増（15 名から 30 名）の予

定。各国ドナーの支援を受けている。住民の意向を反映さ
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ームの進捗

状況 
点・相違点の確認 せつつ、これまで約 20,000 基のトイレが設置された。保健

省、環境省、基礎教育・識字化省などとの連携を行ってい

る。 
 他関係機関も含め、組織図等の更新情報を入手した。 

C/P 機関 「ブ」側実施体制、

能力の確認。 
他ドナーの動向の確

認。 

 2iE は独自予算から共同研究費を捻出するため、「ブ」国財

務計画省を通じた C/P ファンドの申請は不要であるもの

の、学内での承認が必要である。 
 本プロジェクトで実施予定の活動と照らし合わせると、2iE
の実験施設に設置されている分析機器は不十分であり、相

応の機材投入が必要であるため、具体的な機材の洗い出し

を日本側研究者間で引き続き検討する事とした。 
科学技術協

力プロジェ

クトのスキ

ーム説明 

2iE に対する JICA の

技術協力の説明。

MAHRH に対する科

学技術協力プロジェ

クトのスキーム説

明。 
先方負担事項の確

認。 

 2iE では、既に多くの共同事業を実施しており、できる限

り 2iE の通常組織構造に組み込まれる形での人材投入が理

想的と考えているものの、調査団との協議を通じ、本技術

協力のスキームで想定している実施体制に沿った実施を

行うことについて理解を得た。 
 先方負担事項について、「ブ」国政府、2iE、JICA の 3 者の

分担の整理を行った。しかし、「ブ」側（「ブ」国政府、2iE）
が負担する予算の確認が必要な事から、最終合意には至ら

なかった。今後、「ブ」側が予算措置の確認を行う。 
成果、活動

内容等 
マスタープランの確

認。 
求める成果レベルの

確認。 
各活動の進め方の確

認。 

 基本的に調査団が提示した内容で合意した。活動の 1 つと

して、経済分析を含めることを検討することとした。 
 各活動の進め方について PO 案を協議した。 

相手側投入 C/P、ローカルコス

ト、執務スペース提

供の確認。 

2iE は独自予算により人員措置、費用負担、執務スペースの

確保を行う。MAHRH は免税措置、得られた成果の普及の担

保等、政府レベルで対応が必要な投入を行う見込み。 
日本側投入 想定している専門家

派遣、機材、本邦研

修の説明。 

 本プロジェクトで投入される機材について、2iE の所有と

したい旨提案があったが、基本的に「ブ」国政府に対して

供与する物である旨説明し、プロジェクト実施中は「ブ」

国政府が 2iE に対し機材を貸与し、プロジェクト終了後は、

JICA の了解の下、「ブ」側で協議により決定することとし

た。 
 なお、本プロジェクトの具体的な投入計画案は、今後の研

究者間の協議により更に具体化していく。 
合同調整委

員会（JCC） 
JCC の趣旨の確認。 
メンバーの確認（関

連省庁を含めるか等

含）。 

 JCC の趣旨を確認し、その下に研究者を中心とした学術委

員会を設けることとした。 
 水資源総局、衛生・汚水・廃棄物総局以外の関連組織につ

いては、適宜委員会の指名によりメンバーに含めることと

した。 
関 連 ド ナ

ー・NGO の

活動状況の

確認 

CREPA、UNICEF の

動向の確認。 
 CREPA：2002 年の設立当時の経緯から、2iE との繋がりが

強い。エコサン（エコロジカル・サニテーション）トイレ

など、水・衛生分野の実証実験を実施している。これまで

のエコサントイレの設置数約 1,700 基、職員数は 47 名。 
 分析施設を持たず、必要に応じて環境省、鉱物省、MAHRH
等の研究機関に依頼している。 

 UNICEF ブルキナファソ：「ブ」国内で 30 年間活動してお
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り、取り組みの一つとして中央プラトー地方を中心にトイ

レ建設を行っている。2007～2009 前半で約 7,000 基のトイ

レを設置。水・衛生部門の活動資金は、UNICEF 本体より

1,600 万ドル（単年）、および他ドナーからの出資を受けて

おり、日本からも 1,500 万ドル（2～3 年）の援助等を受け

ている。今回のプロジェクトへの関心が高い。 
先方との協

議結果 
R/D 案を添付した

M/M の締結。 
 2iE、MAHRH 共に、本プロジェクト実施の重要性について

確認した。 
 本調査期間の終盤になって 2iE の予算措置が担保されてい

ないために、2iE の意向により R/D 案を添付した M/M への

署名を行うことができなかった。 
 「ブ」国政府と 2iE の役割分担、機材の所有権、博士課程

学生のフィールドワークに係る費用について明確にし、

2009 年 9 月前半を目処に R/D 案を添付した M/M の締結を

目指す旨、今回の M/M に署名した。 
その他 共同研究合意書に関

する協議。 
学会での案件周知。 
生活情報の収集。 

本スキーム（地球規模課題対応国際科学技術協力）や合意文

書（MOU）の位置づけについて今回の M/M に記載した。MOU
の詳細内容については引き続き北海道大学、2iE 間で検討す

る。 
2009 年 7 月 10 日の学会において、船水教授より本プロジェ

クトで想定される研究内容について発表を行った。 

1-5 技術的考察 
（1） 2iE との協議 

2iE 側の研究代表者であるジョセフ教授を中心に、マスタープランにおける活動計画、供与機

材について議論を行った。また、2iE の実験関連機材の整備状況について実験室を訪問し確認し

た。機器のメンテナンス、サポート体制についても「ブ」側の状況について聞き取りを行った。

これらの結果から次のことが判明した。 

 活動計画について 
当初は、都市モデルに関する実証実験は、2iE キャンパス内に設置されている既存安定化池

（ポンド）実証実験施設を改良して、本プロジェクトに使用することを想定していた。しか

し、2iE では新しいキャンパスを整備中であり、寄宿舎を新たに建設することとなっている。

この寄宿舎の一部をコンポスト型トイレ＋雑排水収集施設として整備し、本プロジェクトの

提案に即した形のポンドで雑排水処理を行うことが適切として合意した。し尿を含む排水と

雑排水を分離・処理する実規模スケールの実証施設が用意できる可能性が高くなった。 
 供与機材について 

2iE 側の提案、北海道大学側の提案について議論した。しかし、R/D の内容、予算作成との

関連から、限られた調査期間内では結論に及ばず、今後も協議を継続する必要がある。 
 今後の対応について 

R/D が 10 月までに締結されるとの想定のもとで協議を行った。2009 年 11 月にワガドゥグで

ワークショップを開催すること、その際に、研究内容に関する責任分担の明確化、各研究グ

ループでの詳細な研究内容に関する打ち合わせを行うこととした。 
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（2） ゾルゴ、クーペラ等実証実験サイト見学 
用水ダム集水域の総合的水管理の観点から、トイレを設置している集落を訪問した。そこで、

住居の配置形態、し尿に関する生活習慣について情報を取得した。その結果、塀でかこまれた空

間の中に、主人、夫人の住居、台所、水浴び・尿用便所が一体化した設備が配置され、便と尿は

生活習慣として分離されていることが判明した。加えて、尿は水浴び後の排水と同じ場所に排出

されていることが明らかとなった。このことにより、農村モデルにおいて、便器によるし尿分離

は不要であり、想定している雑排水処理水による尿の希釈によって潅漑用水を得ることが、生活

習慣を大きく変更することなく実施できる見通しがついた。この点は研究成果の社会実装にあた

り、大きなアドバンテージであると考えられる。 

（3） CREPA 訪問 
CREPA の実証実験サイトと事務所を訪問した。CREPA が実施しているエコサンプロジェクト

はスウェーデンの援助を主として受けているようであり、トイレの技術的な部分はこれまでの学

会等で発表されているものと同じであり、目新しい点はなかった。ただし、コンクリートスラブ

で便器を作り、ブロックで便所を構築し、鉄製のドアを備えた便所一式が 130,000 セーファーフ

ラン（FCFA）で用意できることが新たな情報としてもたらされた。この点は、今後開発するコン

ポスト型トイレも、現段階での想定どおりのコストで用意できるのではないかとの印象をもたら

した。また、CREPA と 2iE がこれまで大変密接な協働関係を構築してきていることが明らかとな

り、今後の共同研究活動の中にうまく組み込んでいける見通しを得た。加えて、CREPA にも技術

開発セクションがあり、スウェーデンからの研究者が滞在していた。この点も、本プロジェクト

の中で CREPA と協働を行う上で有効な点である。また、CREPA 関係者は国際会議等で既に日本

側研究者と交流を有しており、2009 年 8 月開催のドライトイレの国際会議での再会を約束した。

なお、「ブ」国政府、2iE から提出されている要請書の中に CREPA は外部の研究協力者として記

載されている。 

（4） 社会システムに関する調査の留意事項 
社会システムを把握するための活動として、「ブ」国にある諸機関を訪問し、本プロジェクトが

開始された際の計画について簡単に説明すると共に、受入国としての社会の実情について見解を

聞き取った。意見交換先の選定は、本プロジェクト実施の観点から、衛生に関わる団体の農業関

係者とした。 

具体的には、2iE で実際に農村モデルを実施している研究者の経験を聞き、意見交換を行った。

その他、UNICEF のトイレ普及担当者、MAHRH の植物生産担当者、保健衛生に関する農村組織

の代表者、農業プロジェクトを実施する NGO（サヘル・ソリダリテ）、ファソ農民連合などから

の聞き取りを行った。 

その結果の概要は以下のとおりである。 

（4-1）「ブ」国の行政システムと衛生や農業に関わる組織とアクター 
 今回、国際的アクターから社会の末端の農村委員会までさまざまな関係者に会った。

PN-AEPA は地方/州（レジオン）や県（プロバンス）を通じているが、UNICEF や実際の農

村組織（保健衛生啓発組織 SIECA や村の保健センター、農村委員会）は市、コミューンを
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保健衛生の行政の実施機関として捉えている。 
 SIECA や保健センターは知識普及のため、要請した衛生指導員を村の集会に派遣し、絵を

見せながらの説明や、村の状況分析を行っていた。また、UNICEF は CREPA と技術的・社

会学的提言を得る事業関係を持っていた。UNICEF や SIECA はレンガ職人の養成も行って

いた。 
（4-2）社会システムに関する調査結果および今後の研究における課題 

 住民の生活様式を考慮したトイレ設置のためのキーパーソンについて聞き取りを行ったと

ころ、農村住民によればコミューン、MAHRH によれば水・衛生公社（ONEA）との回答を

得ており、認識に相違があることが確認された。 
 コミューンと住民の関係について、組織上の問題点の洗い出し等、更に調査を要する。ト

イレを設置する際は、行政組織への要請や、行政・農民等各レベルのアクターに対して十

分な理解を求める必要があると思われる。また、今後コンタクトが必要な団体として、ONEA
や全国農村女性連合がある。前者は技術的な知識を有しており、後者は水利用について家

庭や農作業で重要な役割を担っていると考えられる。 
 コンポスト利用の可能性について、農業の方法や土地利用の方法、降水量の減尐と農作物

の状況については農業関係者から聞き取りを行ったが、限られた時間の中でサンプル数が

尐なく、今後、地域や民族的、文化習慣の異なる条件でも一般化できるか、更に調査が必

要である。 

1-6 調査結果総括 
（1） 本プロジェクト実施の意義 

MAHRH 及び「ブ」国外務省との協議において、本プロジェクトが「ブ」国政府の優先政策の

一つである PN-AEPA への具体的な貢献としてその成果が期待されていることを確認した。一方、

これまでも安全な水の供給と衛生設備の改善のために「ブ」国政府がそれなりに努力をしている

ものの、当該分野の課題の大きさに比べてその政策実施能力、財源、対応する技術・システム、

人材に著しく限りがあることも事実である。 

本プロジェクトは、限られた資源（水資源、排水・糞尿）を有効活用し、安価で堅牢な新シス

テムの開発及び導入を目指すものであり、既存のシステムと比べて、普及のための優位性（価格、

扱い易さ、利用のインセンティブ、社会的受容への配慮等）の確保のための検討もデザインされ

ており、大きなインパクトが期待される。 

（2） 水・衛生分野での協力との関係 
JICA は、「ブ」国においては、技術協力、無償資金協力及びボランティア事業を要素とするプ

ログラムとして水・衛生分野での協力に取り組んでおり、本プロジェクトの実施に際しては、こ

れまでの当該分野の成果、知識・経験、人的ネットワークを最大限に活用するために、関係者と

の定期的な会合を開催すべきである。 

また、本プロジェクトの成果を活用して新たなプロジェクトを計画するなど、当該プログラム

の包括化、重層化も検討すべきである。例えば、本プロジェクトの中で検討される「技術者研修

コース」を「ブ」国国内研修やサヘル地域内研修として、2iE と共同で実施することなどが考え

られる。 
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（3） 実施体制 
本プロジェクトは、MAHRH から 2iE を実施機関として要請があったものであり、MAHRH と

2iE の役割分担の明確化と緊密な連携の確保がプロジェクト実施体制の確立の上で重要なポイン

トの一つとなる。2iE は「ブ」国内においては、MAHRH の政策と連動して水・衛生分野の人材

育成と研究開発を担っていると同時に、サヘル地域全体の同分野での人材育成・学術研究機関と

しての機能を有している。法的には MAHRH が 2iE を監督・指導する立場にないため、本プロジ

ェクトにおいては、二国間協力の「ブ」国側 C/P 機関及び行政面での責任機関を MAHRH とし、

技術面での責任機関及び実施機関を 2iE として整理し、原則関係者の理解を得られたと考える。 
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第2章 対象地域の水・衛生分野情報 

2-1 ブルキナファソ国の水・衛生分野の取り組み（国家計画、関連機関） 
 1-1-1 で述べたとおり、水・衛生分野に関連する「ブ」国政府の国家計画として、PRSP、PN-AEPA

が存在する。 

PRSP では、貧困削減対策として①公平な経済成長の促進（目標として年 7～8％の経済成長）、②

貧困層への基本的社会サービスのアクセスの確保（教育、保健、水の供給といった基礎サービスの向

上）、③貧困層の雇用機会と所得の創出、④グッドガバナンスの推進（地方分権化、司法・財政分野、

貧困削減に資する予算配分）を 4 つの軸として挙げている。PRSP は 2003 年に改訂され、内容の改

善に加え、具体的な活動計画やモニタリング指標についても言及している。 

水・衛生分野に関し、MDGs の目標を達成（表  2-1 参照）するために策定された国家計画である

PN-AEPA について、概要は添付資料 1 のとおりである。また、関連機関とその役割を表  2-2 に示す。

こうした枠組みの中で 2iE を始め、UNICEF、CREPA 等の援助機関（ドナー・NGO）が給水衛生施

設の研究、建設や普及に互いに連携を取りながら関与している。 

井戸建設の主なドナーは JICA、デンマーク（DANIDA）、フランス開発庁（AFD）、ドイツ復興金

融公庫（KFW（GTZ））、EU、スウェーデン（SIDA）、アフリカ開発銀行、イスラムファンドがあり、

EU と DANIDA の支援額が多い。同一地域で複数のドナーがプロジェクトを共同で実施している事例

もある。 

衛生分野に協力している主要ドナーは、DANIDA、EU、GTZ、AFD、アフリカ開発銀行等である。

PN-AEPA に基づいて設置されたトイレは約 20,000 基である。その仕様は VIP（Ventilated Improved Pit 
latrine: 換気式改良型ピットラトリン）、穴掘り式、エコサン等あり、価格を勘案して住民の希望によ

りトイレ導入を行う各世帯が決定している。 

表  2-1 PN-AEPA の安全な給水・衛生アクセス率現状と目標 

給水衛生関連目標 
農村地域 都市市域 

2005 年（現状）

（％） 
2015 年（目標）

（％） 
2005 年（現状）

（％） 
2015 年（目標）

（％） 
安全な給水へのア

クセス 
60 80 74 87 

基本的な衛生への

アクセス 
10 54 14 57 

 

表  2-2 PN-AEPA 関連機関とその役割 

関連機関 役割 

国家推進委員会  主要な計画と予算の承認 
 基準進行レポートにおけるプログラム確認 
 他プログラム等との首尾一貫性の確認 
 年間報告書のタイムスケジュールと参照用語の承認 
 プログラムの年間監査実行のチェック 
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 実行された事項のモニタリングと評価チェック 
 他セクタープログラムの活動の一貫性チェック 

MAHRH 
水資源総局 

 飲料水供給国家戦略の農村給水面での財務的協定準備 
 事前計画書準備 
 国家プログラムに適合した年間活動と予算作成 
 国家レベルにおける農村給水に関連する計画作成 
 農村給水管理手段の開発 
 国家給水戦略の農村給水に関するモニタリングと評価 
 実行手順と手段開発の定義付け 
 能力開発計画 
 進行と活動レポート準備 
 農村給水面での入札ファイル準備 

MAHRH 
衛生・汚水・廃

棄物総局 

 衛生国家戦略の農村衛生面での財務的協定準備 
 事前計画書準備 
 国家プログラムに適合した年間活動と予算作成 
 国家レベルにおける農村衛生に関連する計画作成 
 農村衛生管理手段の開発 
 国家衛生戦略の農村衛生に関するモニタリングと評価 
 実行手順と手段開発の定義付け 
 能力開発計画 
 進行と活動レポート準備 
 農村衛生面での入札ファイル準備 

ONEA  飲料水・衛生国家戦略の都市での財務的協定準備 
 事前計画書準備 
 国家プログラムに適合した年間活動と予算作成 
 国家レベルにおける都市飲料水・衛生に関連する計画作成 
 都市飲料水・衛生管理手段の開発 
 国家衛生戦略の都市飲料水・衛生に関するモニタリングと評価 
 実行手順と手段開発の定義付け 
 能力開発計画 
 進行と活動レポート準備 
 都市飲料水・衛生面での入札ファイル準備 

保健省  コミュニティレベルにおける年間計画統合での MAHRH のサポート 
 プログラムの健康への影響のモニタリングと評価サポート 

基礎教育・識字

化省 
 学校年間プログラムの統合サポート 
 学校情報の実行サポート 

環境省  国家レベルにおける給水衛生活動の全体的統合 
 環境と社会管理計画実行のモニタリング 

都市計画省  広範囲な開発地図中の公的作業標準に関するプログラム実行サポート 
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地方分権化省  給水衛生面での技術サービスの責任実行における農村行政能力確立サポート 

研究所  研修の企画 
 トレーナーの訓練 
 学校情報企画 
 技術開発と適用 
 資本と経験共有 

民間業者 
（業務請負、 
材料供給等） 

 給水衛生施設建設の請負 
 コミューンプログラムの工事請負 
 ブロック建設と業務調整のトレーニング 
 公共事業の実施 
 活動の評価 
 建設資材の供給 
 業務実行の為の論理性補強 
 公共衛生設備の建設 

2-2 業務分掌及び組織体制 
（1） 農業・水利・水産資源省（MAHRH） 

本プロジェクトの「ブ」国要請元機関であり責任機関である MAHRH の組織図を添付資料 2 に
示す。MAHRH は、プロジェクトで開発された研究成果の「ブ」国内での普及の役割も担う。 

MAHRH の水資源総局（DGRE）は行政上の飲料水給水を監督し、2008 年に DGRE から分離し

た衛生・汚水・廃棄物総局（DGAEUE）が雑排水や屎尿処理の衛生システムの監督を行っている。

プロジェクトでも水・衛生システムの開発に直接関与するのは、DGRE および DGAEUE である

が、本プロジェクトは、給水・排水処理の両方を研究対象とする予定であり、MAHRH 内の調整

を DGAEUE が担当することとなった。 

DGRE の組織（添付資料 3）は、総局直下の室のほか、地理情報システムを始めとする情報を

管理する水関連情報局（DEIE）、井戸等の建設計画を行う飲料水供給局（DAEP）、河川等からの

水供給を計画する表流水供給局（DMRE）、それに法規等を管理する法務管理局（DLSO）より構

成され、人数は合計で約 85 名である。DAEP、DLSO、DMRE に各 10 名、総局直下の総務、秘書、

評価部門に 25 名、残りは DEIE に配属されている。DGRE は、JICA をはじめ AFD や KfW 等の

ドナーの協力を得て給水分野の活動を推進している。各ドナーによる個別のプロジェクトは組

織・プロジェクト・プログラム室（Structures, Programes ed proje）が担当している。組織の人数や

規程、プロジェクト等の予算、経常経費等は管理・財務室（service administrative et financier）が

担当している。DAEP は主に地下水開発を実施し、DMRE は表流水源を使用した給水を担当して

いる。井戸のインベントリーやマップ等の情報は、DEIE が所有・管理している。 

DGAEUEはUNICEFやCREPAと協力して衛生システムの設計・維持管理の監督を行っており、

業務管理及び実施能力を充分に有する。DGAEUE の組織（添付資料 4）は、衛生基準法規局

（DL/RNA）、衛生技術開発局（DD/TOA）、有害な水と液体汚染対策局（DL/PELD）より構成さ

れる。水資源総局から分離したばかりで地方にはまだ支局はなく、本部の人員は 15 名だが、近く
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30 名程度の配置となる見込みである。政令に基づいた方策により関連機関（保健省、環境省、基

礎教育・識字化省）などと連携をとって仕事を進めている。 

（2） ブルキナファソ国際水環境技術学院（2iE） 
本プロジェクトの実施機関であり、実際に日本人研究者と共に共同研究を進める技術的責任機

関である 2iE の組織図を添付資料 5 に示す。 

2iE は、1968 年にアフリカ仏語圏 14 ケ国によって設立された水分野と土木建築分野の高等人材

養成機関であり、各国から優秀な人材が集まり、2iE での研究を経て、同分野の中核人材が各国

に多く輩出されている。水・衛生システム開発の業務及び実施についても充分な経験と能力を備

えている。 

水・衛生システムの教育、開発に直接関わってくるのは、水、環境、エネルギー、インフラス

トラクチャー、科学技術情報の 5 分野の教育と研究部門である。この部門を中心に、本プロジェ

クトの研究実施項目・内容毎に担当者を分担した（表  2-3）。なお、2iE は、2008～2012 年の戦略

プランによると、現在の学生数約 400 名から、5 年後には約 1,000 名に増やすとしており、それに

伴い教員及び研究員の増員、キャンパスの増設と施設の充実を図るとしている。 

今回の調査を通じて得られた留意事項として、2iE学内における意思疎通の問題が挙げられる。

本プロジェクトの形成時期より、2iE 学内の研究者と日本側代表研究機関である北海道大学との

間で研究内容に関する情報共有が図られてきたものの、2iE 全体としての組織決定には経営層の

判断が不可欠であり、今回の調査までに学内の調整は行われていなかった。今回の調査での協議

を通じて初めて関係者の間で一定の共通認識、方針が共有できた。今後、プロジェクトの実施に

あたっては、2iE の同意を得る場合に、経営層も積極的に巻き込んでいくことが必要と考えられ

る。 

表  2-3 分野毎の 2iE 側および日本側研究担当者/研究機関（予定） 

担当分野 2iE 側担当 日本側担当（代表） 日本側研究機関 

全体研究責任者 Joseph Wethe 船水 尚行 北海道大学大学

院工学研究院 

給水グループ Amadou Hama（リーダー）、 
Angelbert Biaou、Bega 
Ouedraogo、 
Denis Zoungrana、Julius Fon、Koffi 
Sewa、Ismael Gueye 
Kokou Denyigba Moussa 
Ouedraogo、Yao Azoumah 

滝沢 智 東京大学大学院

工学系研究科 

し尿及び雑排水グループ Joseph Wethe（リーダー）、 
Amadou Keita、Hamma Yacouba、 
Kokou Denygba、Samuel Yonkeu、 
Ismael Gueye、Abibou Ciss、 
Yao Azoumah、Mariam Sou、 

船水 尚行 北海道大学大学

院工学研究院 
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Inoussa Zongo、Ynoussa Maiga、 
Lydie Yougo 

農村モデルグループ（実

証実験） 
Samel Yonkeu（リーダー）、

Hamma Yacouba（リーダー）、 
Angelbert Biaou、Burno Barbier、 
Frederic Traore、Julius Fon、 Koffi 
Sewa、Kokou Denygba、 Mariam 
Sou、Moussa Ouedraogo、 Yao 
Azoumah、Zakary Boureima、 
Ismael Gueye、Abibou Ciss 

船水 尚行 北海道大学大学

院工学研究院 

都市モデルグループ（実

証実験） 
Denis Zoungrana（リーダー）、

Angelbert Biaou（リーダー）、 
Joseph Wethe、Bruno Barbier、
Hamma Yacouba、Yao Azoumah、
Samuel Yonkeu、Amadou Keita、
Kokou Denygba、Yacouba Konate、
Mariam Sou、Inoussa Zongo、 
Julius Fon、Lydie Yougo、 
Ynoussa Maiga、Ismael Gueye、
Abibou Ciss 

高橋 正宏 北海道大学大学

院工学研究院 

社会化グループ Bruno Barbier（リーダー）、 
Boureima Zakary（リーダー）、 
Corentin Some、Frederic Traore、 
Mathieu Kientga、Samuel Yonkeu 

鍋島 孝子 北海道大学メデ

ィア・コミュニケ

ーション学院 

キャパシティ・ディベロ

ップメントグループ 
Kouassi Kouame（リーダー）、

Francis Sempore（リーダー）、 
Djim Doumbre、Tofangui Guy、 
Eric Seydou、Hamma Yacouba 

船水 尚行 北海道大学大学

院工学研究院 

維持管理グループ Razack Amnoussi（リーダー）、 
Julius Fon、Yagouba Diallo、 
Yao Azoumah、Koffi Sewa 

村上 雅博 高知工科大学工

学部 

 
（3） CREPA（Centre Regional Pour I’Eau Porable et I’Assainssment A Faible Cout） 

国際 NGO である CREPA は、2002 年に設立、現在西アフリカ 17 ケ国で水・衛生分野の活動を

行っている。ブルキナファソでは、3 年間の準備期間の後、2005 年からエコサントイレの実証実

験を含む水・衛生分野の活動を実施している。設立当時の経緯から、2iE とのつながりが強い。 

CREPA の組織体制を添付資料 6 に示す。職員は 47 名であり、活動資金（収入 20 億 FCFA（約

4 億円））は、スウェーデンからの支援が 60％、スイスが 20％、その他のドナーや活動収入が 20％
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である。CREPA 自身に分析施設はないため、必要時に環境省、鉱物省、MAHRH 等の研究機関に

依頼している。 

CREPA が既に「ブ」国内にてエコサントイレの実証実験に取り組んでいることは、プロジェク

トが対象とする地域におけるエコサントイレのパフォーマンスを知る上で重要な情報となると考

えられる。その一方で、CREPA の開発したエコサントイレは、回収したし尿を農地に再利用する

までに必要とする保存期間が 6 ヶ月程度と比較的長く、十分な保存場所等が必要となることから、

改善が必要な点も見られる。今後、地元材料の活用や社会的調査等、プロジェクトの活動を通じ

て CREPA のエコサントイレとの差別化を図っていくことを検討する必要がある。 

2-3 既存施設の状況及び今後の整備計画 
実施機関である 2iE は、研究を行うための基本的機材・測定器具を所有するものの、本格的な調査

分析を行うためには不十分なレベルである。現在、2iE にある主な実験装置と器具を添付資料 7 に示

す。 

本プロジェクトでは、日本側の投入として専門家の派遣、研修員の受け入れとともに機材（添付資

料 8 参照）の供与が計画されている。2iE では現在もヨーロッパ等から実験関連品を輸入しているこ

とも踏まえ、研究者によるスペックの検討後、調達先の検討が必要となる。「ブ」国側の実験機材・

試薬の調達方法として、Laboratoire AÏNA が窓口となる可能性がある。 

実証実験を行う農村モデルの給排水（井戸及びトイレ）システム開発や都市モデルにおける雑排水

処理システムのパイロット運転に係るサイトは、プロジェクト開始後に現地の状況を踏まえて決定す

る。2iE の新キャンパスは、ワガドゥグ市内より車で約 30 分のカンボイネース（Kamboinase）に所

在し、雑排水処理パイロットプラント建設候補地の 1 つとなっている。 
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第3章 協力の内容 

3-1 協力概要 

3-1-1 事業の目的 
「ブ」国の都市及び村落部において、「集めない」、「混ぜない」を基本コンセプトとした安全な水

の供給と排水や汚泥の処理及び再利用に関する新しいシステムの開発と実証を、2iE との共同研究に

より実施し、併せて、共同研究を通じた人材の育成を図ることを目的とする。 

3-1-2 協力期間 
2010 年 3 月～2015 年 2 月（5 年間） 

3-1-3 協力相手先機関 
責任機関：農業・水利・水産資源省（MAHRH）水資源総局（DGRE）、衛生・汚水・廃棄物総局

（DGAEUE） 
実施機関/技術的責任機関：国際水環境技術学院（2iE） 
協力機関：保健省（MS）、基礎教育・識字化省（MEBA）、地方自治分権化省（MATD） 

3-1-4 日本国内協力機関 
北海道大学大学院工学研究院、東京大学大学院工学系研究科、高知工科大学工学部、北海道大学メ

ディア・コミュニケーション学院、国土技術政策総合研究所下水道部、藤女子大学人間生活学部 

3-1-5 裨益対象者及び規模等 
直接裨益者：2iE 学生（学部、修士、博士）約 700 名 

 2iE トレーニングスタッフと研究者 約 25 名 
間接裨益者：2iE 以外の学生 約 200 名 
その他、実証実験が行われる地域住民、地域行政機関や NGO 等 

3-2 協力の必要性・位置付け 

3-2-1 「ブ」国政府国家政策上の位置付け 
 1-1-1 で述べたとおり、「ブ」国政府は、2004 年に閣議で承認された PRSP に基づいて貧困削減に取

り組んでおり、給水分野は重点課題「貧困者への基本的社会サービスへのアクセス向上」の一つであ

る。2006 年に PN-AEPA が策定され、「2005 年時点で安全な飲料水及び基本的な衛生設備を継続的に

利用できない人々の割合を 2015 年までに半減させる」ことが目標とされており、本プロジェクトの、

持続可能な低コストの水・衛生システムを開発・実証し導入準備を促進する目標は、「ブ」国の政策

の趣旨に沿うものである。 

3-2-2 他機関の関連事業との整合性 
「ブ」国では、CREPA の活動によりエコサントイレの導入が行われており、この活動から本プロ

ジェクトに対しフィードバックを得られると考えられる。また、UNICEF も衛生プロジェクトを実施

しており、これらと連携して活動が出来るよう整理していく必要がある。 
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3-2-3 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け 
日本政府は、「ブ」国民の生活改善に直接寄与する教育、水、保健を中心とした協力を重視してい

るほか、国土の北半分がサヘル地域に属し深刻な砂漠化問題に直面していることから、砂漠化防止へ

の支援を重点分野としている。「ブ」国に対する JICA 国別事業実施計画において、水・衛生分野の

協力は、援助重点分野である「社会サービスへのアクセス改善」に位置づけられている。 

また、昨今、我が国の科学技術を活用した地球規模課題に関する国際協力の期待が高まるとともに、

日本国内でも科学技術外交の強化や科学技術協力における政府開発援助（ODA）活用の必要性・重

要性が謳われてきた。内閣府総合科学技術会議が取りまとめた「科学技術外交の強化に向けて」（2007
年 4 月、2008 年 5 月）や、2007 年 6 月に閣議決定された「イノベーション 25」において開発途上国

との科学技術協力を強化する方針が打ち出されている。そのような中で環境・エネルギー、防災及び

感染症を始めとする地球規模課題に対し、我が国の科学技術力を活用して開発途上国と共同で技術の

開発・応用や新しい知見を獲得することを通じて、我が国の科学技術力向上とともに開発途上国側の

研究能力向上を図ることを目指す、「地球規模課題に対応する科学技術協力」事業が 2008 年度に創設

された。本プロジェクトは同事業の 2009 年度採択案件の一つとして採択されていることから、我が

国政府の援助方針・科学技術政策に合致している。なお本事業は、文部科学省、JST、外務省、JICA
の 4 機関が連携するものであり、国内での研究支援は JST が行い、開発途上国に対する支援は JICA
が行うこととなっている。 

3-2-4 関連する支援活動 
（1） 我が国の支援活動 

 技術協力プロジェクト「中央プラトー地方給水施設管理・衛生改善プロジェクト」：2009 年
6 月～2013 年 6 月 

 無償資金協力「中央プラトー及び南部中央地方飲料水供給計画」：2009～2012 年、ハンドポ

ンプ付深井戸給水施設 300 基、12.56 億円 
 青年海外協力隊（水の防衛隊） 

 
（2） 他ドナー等の支援活動 

AFD は、「村落・準都市部の飲料水供給施設の管理システム改革適用プログラム」による運営

維持管理の技術協力を行っている。 

アフリカ開発銀行は、「村落給水計画プロジェクト」（2008 年 4 月～2010 年末）にて衛生教育や

トイレ建設事業を行っている。 

UNICEF ブルキナファソは、30 年間ブルキナファソ国内で活動しており、中央プラトー地方に

おいてハンドポンプ付深井戸及びトイレ建設事業（2006 年～2010 年）を実施している。同事業に

は日本、EU、オランダ等も拠出しており、これまで約 7,000 基のトイレを設置してきた。UNICEF
としても今後本プロジェクトとの連携を期待している。 

CREPA は、これまでエコサントイレを約 1,700 基（ワガドゥグ 1,000 基、サバ 200 基、クペラ

150 基、プア 80 基、トガン 60 基、サプテンガ 180 基）設置している。 
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3-3 協力の枠組み 

3-3-1 プロジェクト目標 
「集めない」、「混ぜない」を基本コンセプトとしたサヘル地域に適合した水・衛生システムが開発・

実証されるとともに、導入準備が促進される。 

3-3-2 成果（アウトプット）と活動 
（1） 成果 

1. サヘル地域の農村地域に適合した水・衛生システム（農村モデル）が開発される。 
2. サヘル地域の都市地域に適合した水・衛生システム（都市モデル）のうち、雑排水関連モデ

ルが開発される。 
3. 水・衛生システムの研究開発及び維持管理に携わる関係者の能力・技術が向上する。 
4. 新たな水・衛生システムを導入するための研究・協力プログラムを含めた社会システムが提

案される。 
 
（2） 成果を計る指標 

1-1 20xx 年 x 月までに農村モデルパイロットサイトの住民が購入可能な範囲の衛生設備7が完成

する。 
1-2 20xx 年 x 月までに開発されたシステムの、従来の給排水システムに対する性能比較表及び

適用のための手引き（特長、環境条件、維持管理方法、必要コスト等の情報をまとめたも

の）が作成される。 
1-3 20xx 年 x 月までに国際学会において、開発された農村モデルが議論される。 
2-1 20xx 年 x 月までに開発されたシステムの、従来の給排水システムに対する性能比較表及び

適用のための手引き（特長、環境条件、維持管理方法、必要コスト等の情報をまとめたも

の）が作成される。 
2-2 20xx 年 x 月までに国際学会において、開発された雑排水関連の都市モデルが議論される。 
3-1 20xx 年 x 月までに開発された農村モデル及び都市モデルの各システムを維持管理に関連す

るカウンターパートスタッフが自ら運転できるようになる8。 
3-2 20xx 年 x 月までに農村モデルについて、各家庭に設置した設備の巡回管理と利用のアドバ

イスを行える人材が X2 人育成される。 
3-3 20xx 年 x 月までに維持管理マニュアルのフランス語版が完成する。 
3-4 20xx 年 x 月までに 2iE の研究スタッフがインパクトファクター9付雑誌へ論文を発表（X1

件）する。 
4-1 20xx 年 x 月までに開発されたシステムの導入の為の提案書がブルキナファソ政府に対して

提出される。 
4-2 サヘル地域において新システムがメディア（新聞、ラジオ、テレビ等）で紹介される。 

 

                                                        
7 住民が購入可能な範囲の衛生設備…目安として 100 ドルのトイレ 
8 カウンターパートスタッフが自ら運転できるようになる…適切な運転の実施を判断する指標については、完成され

るシステムの内容が確定した段階で設定する。 
9 インパクトファクター…雑誌がどれだけ引用されたかを集計した数値で、雑誌の重要性を示す指標 
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（3） 成果達成のための活動内容 
活動 1： 1 要素技術開発 

1-1 低コストコンポストトイレの研究開発を行う。 
1-2 雑排水処理技術（土壌処理）10の研究開発を行う。 
1-3 太陽熱利用消毒並びに膜ろ過用水技術の研究開発を行う。 
1-4 地下水流動を加味した健康リスク評価法の研究開発を行う。 
1-5 土壌への塩蓄積を考慮した水管理と適切な作物を選択する。 

 2 実証実験 
2-1 実証実験場所、実証実験施設の現地生産可能性の検討等の実証実験場所を準備

する。 
2-2 新システム事前評価を行う。 
2-3 農村モデルの性能評価を行う。 
2-4 社会的受容性評価を行う。 
2-5 コンポスト、尿、雑排水の農業側の評価を行う。 
2-6 経済的評価を行う。 

 3 社会化のための社会科学的調査 
3-1 財政的、制度的要因の整理を行う。 
3-2 システムの維持管理システム設計に必要な要因整理を行う。 
3-3 尿、コンポストの流通系形成に必要な要因整理を行う。 
3-4 従来の援助策の評価を行う。 

 4 導入・設計・維持管理マニュアル 
4-1 導入･設計･維持管理マニュアルを作成する。 

活動 2： 1 要素技術開発 
1-1 地域素材を用いたコミュニティスケールのオキシデーションディッチ、安定化

池、仕上げ池雑排水処理／再生利用（潅漑利用）ユニットを研究開発する。 
1-2 小口径雑排水集水システム設計手法を確立する。 

 2 実証実験 
2-1 2iE 構内の安定化池排水処理システムを設計する。 
2-2 2iE 構内の安定化池排水処理システムを修正/建設する。 
2-3 雑排水処理システムの性能評価を行う。 
2-4 雑排水処理水の農業利用可能性の評価を行う。 

 3 社会化のための社会科学的調査 
3-1 財政的、制度的要因の整理を行う。 
3-2 システムの維持管理システム設計に必要な要因整理を行う。 
3-3 従来の援助策の評価を行う。 

 4 導入･設計･維持管理マニュアル 
4-1 導入･設計･維持管理マニュアルを作成する。 

活動 3： 1 研究者養成 

                                                        
10 雑排水処理技術土壌処理…土壌を使用して雑排水を処理するシステム 
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1-1 共同研究を通じ研究者を養成する。 
 2 若手研究者育成 

2-1 若手研究者の日本研修の実施等、相互交流を行う。 
 3 コミュニティリーダー11養成 

3-1 コミュニティリーダーを対象としたワークショップを開催する。 
活動 4： 1 教育･研修プログラム 

1-1 水と衛生に関する教育研究をサポートする体制を構築する。 
1-2 水と衛生システムに関与する各種グループ（コミュニティリーダー、ユーザー

等）の研修システム案を作成する。 
1-3 水と衛生に関する技術者の研修コースを提案する。 
1-4 水と衛生システムに関する博士課程プログラムを強化する（2iE と日本教授陣

の共同教育プログラムや集中講義計画も含む）。 
1-5 2iE と日本側研究者が国際雑誌に投稿する。 
1-6 国際シンポジウムを開催する。 
1-7 2iE と日本側研究者がセミナー、ワークショップを開催する。 

 2 新システム導入、維持管理のための社会システム 
2-1 実証実験実施協力機関の組織化のための意見交換を行う。 
2-2 実装にむけてのロードマップを策定する。 
2-3 地域の実情に即した最適システムを選定する方法を整理する。 
2-4 社会化のために必要なメディア、学校、女性団体への対応方法の整理を行う。 
2-5 財政、制度案の作成を行う。 
2-6 収集、維持管理グループの組織化案の作成を行う。 

3-3-3 投入（インプット） 
（1） 日本側の投入 
専門家：長期専門家 1 名、短期専門家 約 10 名、業務調整員 1 名 
本邦研修：3 名/年（3 ケ月の研修を 2 年間） 
供与機材：農村モデル関連 

(1) 要素技術実験関連資機材 
(2) 実証実験関連資機材 
(3) 水質分析機器および関連機材 
(4) その他必要機材 
(5) (1)～(4)に関連する消耗品 

都市モデル関連 
(1) 要素技術実験関連資機材 
(2) 実証実験関連資機材 
(3) 水質分析機器および関連機材 
(4) その他必要機材 
(5) (1)～(4)に関連する消耗品 

                                                        
11 コミュニティリーダー…実証実験サイトにおけるリーダー 
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人材育成関連 
(1) ワークショップ・研究発表用機材等その他関連資機材 

社会化関連 
(1) ワークショップ・研究発表用機材等その他関連資機材 
注： 上記資機材の内容、仕様及び数量、その他活動費は学術委員会での検討を受けて、日本

の年度予算の範囲内で決定される。 
 
（2） 「ブ」国側の投入 

MAHRH： 1) C/P の配置：地方給水、衛生、都市排水処理、技術社会化 
 2) 政府関係機関の協力の取り付け 等 
2iE： 1) C/P の配置：地方給水、衛生、都市排水処理、技術社会化 
 2) 専門家のための事務所スペースと家具類（机および椅子、書棚、電話）と光熱費

等の負担 

3-3-4 外部条件・リスク分析 
本プロジェクトでは、単なる既存技術の技術移転ではなく、これまでない研究・技術開発に取り組

み新システムの実証と導入の準備を計画している。これらは、いずれも挑戦的な課題であることから、

目標達成までのプロセスが予見できるわけではない。したがって、必要に応じ柔軟な活動計画の見直

しや修正を行う。 
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第4章 評価 5 項目による評価結果 

本プロジェクトの評価に関し、今回の調査を通じて得た情報を基に、評価 5 項目に照らし合わせた

分析結果を以下にまとめる。 

4-1 妥当性 
本プロジェクトは以下の理由から妥当である。 

 「ブ」国政府は、PRSP の中で「貧困者への基本的社会サービスへのアクセス向上」を重点課

題の一つに挙げ、安全な飲料水供給の改善を含む、貧困者の生活環境改善を図るとしている。 
 MDGs の目標 7、ターゲット 10 に従い「2005 年時点で安全な飲料水及び基本的な衛生設備を

継続的に利用できない人々の割合を 2015 年までに半減させる」ことを目標とし、これを達成

させるため 2006 年に PN-AEPA を策定しており、本プロジェクトは同目標及び計画の達成に

貢献できるものである。 
 我が国は、「ブ」国の厳しい貧困状況に鑑み、同国国民の生活改善に直接寄与する教育、水、

保健を中心とする基礎生活分野での協力を重視している。本プロジェクトは、同国で適用可能

な水・衛生システムの開発・実証と導入準備を行うものであり、我が国の方針に沿ったもので

ある。 
 日本は、水と衛生分野での技術協力（金額実績）では世界一位の座にあり、長年培った技術的

優位性を有する。 

4-2 有効性 
本プロジェクトは以下の理由から有効性が見込まれる。 

 本プロジェクトでは開始当初よりコンポーネントごとに「ブ」側担当者及び日本側専門家がワ

ーキンググループを形成して情報共有・交換と共同作業を行うことを予定している。そのため、

開発されたシステムが「ブ」国の方針に沿った形でまとめ上げられ、提案されることが期待で

きる。 
 本プロジェクトでは成果 1 及び 2 において、農村及び都市モデルの開発を行う中で、社会的側

面からの評価が入念に行われ、コミュニティレベルで実現可能な運転実施管理方法が考案され

る予定であり、コミュニティでの導入が十分可能なシステムが開発されると期待できる。 
 本プロジェクトでは、成果 1 及び 2 におけるモデルの開発に加え、成果 3 において開発された

システムを「ブ」国側が自ら維持管理できる能力を強化し、成果 4 においてパッケージ化して

提案する事を想定しており、プロジェクト目標の達成に直結する。 

4-3 効率性 
本プロジェクトは以下の理由から効率的な実施が見込める。 

 本プロジェクトの日本側研究代表者は、2iE 学長から客員教授の指名を受けており、また、北

海道大学工学研究院と 2iE の学術交流協定の準備が進んでいる。そのため、本プロジェクトの

実施においても緊密な情報交換と効率的な共同作業（技術移転）が可能である。 
 プロジェクトでは、日本側と 2iE 側が合同で、要素技術や実証研究ごとのチームを結成し、研
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究を進める事に加え、定期的なワークショップで進捗を確認する予定であり、着実な進捗が得

られると期待できる。 

4-4 インパクト 
本プロジェクトは以下の理由からインパクトの発現が期待できる。 

 成果で設定している研究課題は、共同研究と実証実験が効果的に実施されれば、アフリカサヘ

ル地域で実用化技術が確立して普及の為の成功事例となることが期待できる。 
 実施機関である 2iE は、「ブ」国に止まらず周辺の仏語圏各国政府機関の部局長クラスや民間

企業のトップクラスの人材を数多く輩出してきている。本プロジェクトの実施により、同機関

の研究者のレベルが向上することは、ODA を通じた人材育成と能力開発のインパクトと裨益

効果が高い。 
 本プロジェクトで開発されたシステムの導入により、水因性疾患の減尐、コンポスト販売や農

作物への使用による経済効果が期待できる。 

4-5 自立発展性 
本プロジェクトによる効果は、以下の理由から「ブ」国においてプロジェクト終了後も継続するも

のと見込まれる。 

 本プロジェクトでは、C/P として、共同研究機関である 2iE に加え、「ブ」国の農業・水利・

水産資源省関係者が配置され、研究開発されたシステムの社会化について検討を行う予定であ

り、プロジェクト終了後も「ブ」国に適用される事が見込まれる。 
 2iE は、持続的な水と衛生システムの向上についての研究・開発をこれまでにも進めてきてお

り、今後方針の転換も予定していない。そのため、本プロジェクトで新たに実施する日本との

共同研究・開発の成果を継続的に活用していく技術的・組織的・財務的な自立発展性を充分に

有していると判断される。 
 本プロジェクトで開発される農村及び都市モデルは、実証実験を行い、パイロットプラントの

導入家庭においては農作物の収入増（もしくは必要経費の減）等が見込まれる。これらのイン

センティブが確認できる事により、自己負担でも同システムを導入する家庭が増え、モデルの

普及が進む事が期待できる。 
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添付資料1 
 
飲料水・衛生供給国家計画（PN-AEPA）概要 
 
(1) 給水衛生関連政策 

【PN-AEPA2015】 
2015年に向けた給水と衛生に関する国家プログラムで以下の目標を設定 
都市地域 400万人が安全な水にアクセス可 60.2%（2005年）⇒80.1%（2015年） 

600万人が基礎的な衛生にアクセス可 10.0%（2005年）⇒54.0%（2015年） 
農村地域 180万人が安全な水にアクセス可 74.0%（2005年）⇒89.0%（2015年） 
  190万人が基礎的な衛生にアクセス可 16.0%（2005年）⇒55.0%（2015年） 

(2) 給水 
① 安全な水を継続して利用できる人口 61％（2004年） 

② 給水量 
個別給水（水・衛生公社（ONEA）。人口1万人以上の都市における給水と衛生を契約により担当する

公社）57L/人/日、共同水栓で37L/人/日 
③ 給水事業者 

都市地域人口1万人以上 ONEA 
準都市地域人口2千人以上 水資源総局（国とONEAの契約でカバーしていない地区） 
農村地域人口2千人以下 水資源総局 
＊1井戸/300人で距離300m以内 

④ 給水施設数（2006年8月） 

近代的恒常井戸 人力ポンプ設置深井戸 簡略水道もしくは公共水栓 ONEA 
7,265基 26,840基 574基 43ヵ所 

コミュニティ管理 コミュニティ管理 
コミュニティ管理（井戸業者

との維持管理契約あり） 
ONEA管理 

⑤ カバー率は極めて低く（約72％）、県によって不均衡となっている（25％から100％以上まで）。安全

な飲料水にアクセスできる住民は50％以下という状況にある。 

⑥ 施設の稼働状況 
人力ポンプの故障率  23％ 
簡易水道非稼働率  34％ 
ONEA管理 非稼働率 ほぼ0％ 
原因：アフターサービスの収益性の低さ、コミュニティによる設備の非所有、ポンプの老朽化（ポン

プの40％が10年以上経過）、コミュニティの組織化不足、コミュニティ運営能力の低さ、水場委員会

の法人格の欠如、税制の魅力のなさ 
⑦ 給水施設の低稼働状況（故障）を踏まえ、コミュニティによる給水施設管理を強化するために「地方

と準都市における飲料水調達設備の管理システム改革の枠組（Reforme）」採択 
• 恒常的作動と給水施設永続性の保証 
• 地方自治体や裨益コミュニティへの給水インフラの公共事業権益移譲の保証 
• 地元の私的な能力を専門的に引き上げる 

(3) 衛生 
改善された衛生設備を継続して利用できる人口 13％（2004年） 
1) ONEA 



2 

ワガドゥグ、ボボデュラッソ、ファダ、クドウグ、ワイグヤ、バンフォラで下水事業に着手 
整備率（2005年） ワガドゥグ19％、ボボデュラッソ14％、他都市10％ 

2) 集中浄化（公共下水）L’assainissement Collectif 

① ONEAが上・下水道サービス 
下水道料金  2008年7月から下水道料金徴収開始。21FCFA/㎥ 
上水道料金（各戸） 従量制（0～8㎥：188FCFA/㎥、9～15㎥：450FCFA/㎥） 
共同水栓水道  5FCFA/20L 

② 集中下水処理センター（１ヶ所のみ） 
処理能力5,400㎥/日（処理現状1,133～3,176㎥/日）、処理率87.5%（DCOフィルター） 

3) 各戸浄化L’assainissement Autonome 

① 取り組み 

 各戸でのトイレ整備 

 公共トイレ（市場、学校等）の整備 

 下水道の整備 

 下水作業従事者研修 

 衛生に関する啓発 

② 排水と排便の衛生アクセス状況 

トイレの種類 
都市部 地方部 全体 

1998 2003 1998 2003 1998 2003 

水洗トイレ 5,7 5,0 0,1 0,1 1,3 1.1 

換気式改良型ピットラトリン（VIP） 2,1 2,6 0,2 0,1 0,6 0.7 

伝統的トイレ 78,1 83,8 13,1 20,1 27,8 33,3 

野外排泄 11,4 8,4 84,5 79.5 68,0 64,7 

その他 2,7 0,2 2,2 0,2 2,3 0,2 

合計 100% 100% 100% 100% 100% 100% 

出典：1998及び2003年家庭生活条件に関する優先調査結果分析より 

4) 学校トイレ 
都市に所在する学校数1,279校（2003年）のうち73.7%のトイレが利用可 
ワガドゥグの学校のトイレ仕様は、伝統的タイプ21.4%、VIPタイプ78.6% 

5) 固形廃棄物の収集と処理 
都市生活条件改善プロジェクト（PACVU）で市行政の活動として固形廃棄物処理の重要性が明らかに

なり、問題解決と支援に向けて基本計画をワガドゥグ及びボボデュラッソで作成中 
6) 雨水排水 

インフラ・住居・都市計画省が主管 
ワガドゥグ 165km水路長（内18km暗渠） 
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農業・水利・水産資源省 水資源総局（DGRE）組織図 添付資料3 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

総局秘書（SD） 文章事務室（SC） 

組織、プロジェクト、プログラム室 

国内外業務援助フォローアップ室（CASONI） 

管理及び財務室（SAF） 

業務評価室（SSE） 

DIRECTION GENERALE DES RESSOURCES EN EAU（水資源総局：DGRE） 
 
（ 

(DGRE) 

水関連情報研究室（DEIE） 

水資源評価室（SSEREU） 

水と浄化に関する研究と基準向上室（SSPERNEA） 

水に関する資料と情報室（SDIEau） 

飲料水供給局（DAEP） 

飲料水対策室（SPAT） 

インフラ開発室（SDI） 

企画室 

調査研究室 

法規管理局（DLSO） 
de Gestion des Ressources en Eau (DLSO) 

河川流域越境管理室（SOBNT） 

水資源管理財務室（SLOEF） 

秘書 

秘書 

秘書  

秘書 

表層水供給局（DMRE） 
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ブルキナファソ国際水環境技術学院（2iE） 組織図 添付資料5 

 

Directeur Général（総長）: Mr Paul Ginies 

Directeur Générale Adjoint（副総長）: Pr Amadou Hama Maïga 

Direction des Finances du 

Budget et des 

Ressources 

（DFBR：財務部門) 

Directeur: Mr Patrick Duval 

Direction de la Formation 

Continue et à Distance 

（DFCD：長期計画部門) 

Directeur: Dr Abibou Ciss 

Assistant du DG（学長補佐）: Mr Souleymane Sanou 

Conseiller du Directeur Général（学長相談役）:  

Mr Bertrand Ficini 

Conseiller Scientifique: Dr Philippe Girard, Samuel 

Yonkeu 

Assistante du DGA : Mme Amélie Dayamba 

Direction de l’Ingénierie et 

de l’Appui au Secteur 

privé 

（DIASP：分野統括部門) 

Directeur: Mr Razack 

Sanoussi 

Département de Contrôle Interne 

（学内調整役） 

Contrôleur Interne: Mr Henri Tchegnonsi 

Unité Thématique 
d’Enseignement et 

de Recherche: 
Génie Energétique 
et Industriel (GEI) 

（エネルギー産業学部） 
Chef d’Unité: Pr 

Yezoumah Coulibaly 

Unité Thématique 
d’Enseignement et 

de Recherche: 
Infrastructures et 

Sciences des 
Matériaux (ISM) 

（社会基盤科学部） 
Chef d’Unité: Pr 

Ismaël Gueye 
 

Unité Thématique 
d’Enseignement et 

de Recherche: 
Sciences 

Managériales et 
Développement 
Durable (SMDD) 
（環境科学部） 

Chef d’Unité: Pr Eric 
Traoré 

Unité de Valorisation 
de l’Information 
Scientifique et 

Technique (UVIST) 
（科学技術情報学部） 

Chef d’Unité: Pr 
Joseph Wéthé 

Laboratoire de Contrôle des 

Pollutions et des Procédés de 

Traitement des Eaux 

（LCP-Eau 海洋汚染管理研究室) 

Laboratoire des Eaux et 

Aménagements Hydro Agricoles 

en Zone Sub-Sahélienne  

（LEAH サブサハラ灌漑研究室） 

Laboratoire 

Biomasse Énergie et 

Biocarburants 

(LBEB バイオマス

エネルギー研究室) 

Laboratoire Eco 
Matériaux de 
Construction 
（LEMC  
環境建築材料研究室) 

Plateforme Transdisciplinaire de 
Recherche sur les Systèmes 
Complexes 
（LPSYSCOM 複合システムプラッ

トフォーム研究室) 

Laboratoire Environnement et 
Eco-santé（LEES 環境と健康研究室) 

Organisation Opérationnelle（経営部） 

Organisation Scientifique（科学部） 

Unité Thématique 
d’Enseignement et 

de Recherche: 
Gestion et 

Valorisation de l’Eau 
et Assainissement  
（GVEA）（水・衛生学部） 

Chef d’Unité: Pr 
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Médiateur（調停役） 

Mr. Youssouf Guindo 

Direction des Etudes et des 

Services Académiques 

（DESA：研究サービス部門） 

Directeur: Mr Kouassi 
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2iE既存実験室設備  添付資料7 

  
実験室内部 pH・濁度・溶存酸素計 

 

 

原子吸光機 吸光光度計 

  
イオンクロマトグラフ 自動滴定機 

  

電動滴定機 全窒素測定器（ケルダール法） 
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供与機材リスト（案） 添付資料8 
 

番号 機材名 価格（円） 
1 Hachmonitor（DR5000,DRB200）（多項目迅速水質・土壌・分析計） 1,460,000 
2 Pure water apparatus（RFD210PA）（蒸留水製造装置） 500,000 
3 Balance（Precise）（精密はかり） 100,000 
4 Balance（Coase）（はかり） 100,000 
5 Centrifuge（遠心分離機） 300,000 
6 Draft chamber（ドラフトチャンバー） 1,000,000 
7 Drying chamber（乾燥機） 300,000 
8 Drying chamber（up to 600deg）（乾燥機） 300,000 
9 Refrigerator（冷蔵庫） 240,000 
10 Treatment Unit for Lab.Waste water（heavy metal）（ラボ廃水処理器（重金属）） 1,000,000 
11 Treatment Unit for Lab.Waste water（organic matter）（ラボ廃水処理器（有機物）） 1,000000 
12 Power backup（無停電装置） 399,000 
13 Data logger（x2, @300,000）（データロガー） 600,000 
14 Test seve（one set） 200,000 
15 Ultora-sonic cleaner（超音波洗浄機） 250,000 
16 vacume pump（真空ポンプ） 100,000 
17 Compressor（コンプレッサー） 300,000 
18 CO2 monitor（CO2モニター） 300,000 
19 Horiba D54SE（pH,EC）（pH・ECメーター） 128,000 
20 lab-scale composting reactor @200,000x2（ラボスケール堆肥反応器） 400,000 
21 const. tep. Bessel 300,000 
22 measurement equipment for adjasent force 300,000 
23 measurement equipment for torque（トルク測定装置） 300,000 
24 gas measurement unit（ガス測定ユニット） 50,000 
25 Thermometer（温度計） 11,000 
26 DO meter（溶存酸素計） 100,000 
27 TOC meter（TOC計） 500,000 
28 紫外線実験装置 5,000,000 
29 セラミック膜ろ過実験装置 2,000,000 
30 微生物実験施設（オートクレーブ，インキュベーター、顕微鏡、クリーンベンチ、

ドライシェルブ等） 3,000,000 
31 純粋製造装置（Milli-Q） 2,500,000 
32 ポータブル水質分析機器（pH、DO、ORP、EC） 600,000 
33 Hach DR890 300,000 
34 地下水測定用Data Logger 500,000 
35 多項目水質ロガー（クロロフィル、N、P、COD、DO、等） 9,000,000 
36 ラップトップコンピューター 400,000 
37 電源（自家発電機） 500,000 
38 Assembling trial of composting toilet（組み立て式堆肥化トイレ） 1,000,000 
39 balance（up to 200kg）（はかり） 250,000 
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40 trail unit of graywater treatment（雑排水試験処理ユニット）  300,000 
41 toilet unit（@50,000x100）（トイレユニット） 5,000,000 
42 graywater treatment unit（@30,000x100）（雑排水処理ユニット） 3,000,000 
43 Construction cost（@10,000x100）（消耗品代） 1,000,000 
44 水処理に関するパイロットプラント 6,000,000 
45 マイクロバブラー（藻類分離用）（@400,000x4） 1,600,000 
46 酸化池（@1,000,000x2） 2,000,000 
47 水中ポンプ（酸化池流入ポンプ）（@80,000x4） 320,000 
48 流量調整槽（酸化池用）（@50,000） 100,000 
49 水中ポンプ（酸化池攪拌用）（@60,000x4） 240,000 
50 pH計（@80,000x2） 160,000 
51 DO計（@400,000x2） 800,000 
52 全リン全窒素分析計（@400,000x2） 800,000 
53 圧縮曲げ試験機（固形燃料物性測定用） 900,000 
54 嫌気性処理実験装置（メタン発酵実験用）（@1,500,000x2） 3,000,000 
55 ラップトップコンピューター 300,000 
56 ソフトウェア 50,000 
57 プリンター 100,000 
58 カメラ 70,000 
59 ビデオカメラ 150,000 
60 プロジェクター 30,000 
61 スクリーン（携帯用） 10,000 
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収集資料リスト 添付資料9 
 

1. DGRE組織図 
2. MAHRH組織に関する政令DECRET N° 2008-770/PRES/PM/MAHRH 
3. DGREおよびDGAEUEの予算（見込みと実際） 
4. DGAEUE組織に関する政令 
5. 「ブ」国からのプロジェクト要請書 
6. PN-AEPA 関連資料（要約（仏語、英語）と（第1～4段階報告書と添付資料） 
7. 暫定研究計画書と研究者名簿 
8. 供与機材と派遣専門家（計画）一覧 
9. ONEAの組織及び使命役割 
10. 2iEの2008~2012戦略プラン 
11. 2iE内部規程 
12. 2008年の「ブ」国各地域の井戸とボーリング井戸数一覧（INVENTORY）（DGRE） 
13. 2008年の「ブ」国各地域の飲料水アクセス率（DGRE） 
14. 国際水環境技術学院（2iE）日仏連携可能性調査帰国報告資料 
15. 2007年「ブ」国統計資料 
16. MAHRH人員体制 
17. 「ブ」国衛生状況と青年海外協力隊新隊員到着時の農業分野プレゼンテーション 
18. 「ブ」国保健統計（2007年） 
19. 「ブ」国保健医療マニュアル第2版（2008年12月改訂） 
20. 2iEからの質問票回答 
21. 2iEにおける実験機材器具調達業者 
22. CREPAからの質問票回答 
23. UNICEFによるGANZOURGOU県における衛生設備キャンペーン 
24. CREPAのエコサントイレ資料 
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面会者リスト 添付資料10 
 
外務・地域協力省 

Nana Benjamin, Director of Africa, Asia, Middle-East and Pacific Department 
Francois OUBIDA 

 
農業・水利・水産資源省 

Ousseini Thanou、水資源総局（DGRE）、Directeur General des Ressources en Eau 
Bingboure Jean、DGRE 、Ingenieur du Genie Rural 
Mme Jacqueline、DGRE、Ingrnieur Sciences et Techniques de I’Eau/Hydrogeologue 
Yalentin Nikiema、DGRE、Ingenieur Informatien 
Sondo Savadogo、衛生・汚水・廃棄物総局（DGAEUE）、Directrice Generale de l’assaissement des Eaux Usees 

et Excreta 
Ouedraogo Joséphine、DGAEUE、Directrice de Develoment des technologies et des ouvrages d’Assainissement 
辻下 健二、JICA専門家（農業アドバイザー） 

 
国際水環境技術学院（2iE） 

Amadou Hama  Deputy Director General 
Abibou Ciss Conseiller du irecteur General 
Joseph Wethe Chef de l’information Scientifique et Technologique 
Yagouuba Diallo Responsible Junior Entreprise et Expertise Enseignant en Assainissement 
Hamma Yacouba Chef d’Untie Thematique d’Enseignement et de Recherche gestion et Valorisation 

de I’Assainissement 
Amadou H. Maiga  
Paul Ginies  
Kow E. Salia  
Samuel Yonkeu Maitre des Conferences et de Recherche 
Angelbert Chabi Enseignant chercheur en Hydraulique 
Boube Basorau Ingenieur Agronome 
 
 
 
 

 

 Commune de Zorgho  
   
 在ブルキナファソ日本

国大使館 
 

 在ブルキナファソ日本

国大使館 
 

 MAHRH  
 
UNICEF 
 Togola Soungalo、Programme Officer Water, Environment and Sanitation 
 
水・衛生公社（ONEA） 
 Isabelle Tiendrebeogo、Responsible du Service Communication et Relations Publiques 
 
CREPA 
 Klutse Amah、Expert Eau et Assainissement 
 
ウブリテンガ県 
 Sanou Dramane、High Commissioner 
 Edouard K. Balkoulga 、Zorghoコミューン、Maire 
 
在ブルキナファソ日本国大使館 
 杉浦 勉、特命全権大使 
 村田 優久夫、参事官 
 野坂 直広、専門調査員 
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